
項   目 主 要 施 策 ・ 成 果 ・ 予 算 執 行 実 績 

１．総 括 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．一 般 状 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国民健康保険は、国民皆保険を支える重要な基盤を担っているが、持続可能な社会保
障制度の確立を図るため、平成３０年度から国民健康保険制度が見直された。財政運営
の責任主体は北海道となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保など中心的な役割
を担う一方で、市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理や保険給付、保険税率
の決定・賦課・徴収、保健事業など地域におけるきめ細やかな事業を引き続き担う等、
道と市町村が一体となって、国民健康保険事業を運営している。また、道内の統一的な
運営方針としての国保運営方針を示し、市町村が行う事務の広域化、効率化を推進して
いる。 
歳出の状況では、保険給付費が５０６，３４２千円となり、対前年度比５４，５９９

千円減少している。北海道へ納める国民健康保険事業費納付金は、３８５，５９９千円
で対前年度比４４２千円の増となった。保健事業費においては、１３，４４５千円で対
前年度比１６１千円増加した。歳出総額では対前年度比５８，２０３千円減の９３８，
５５１千円となった。 
次に、歳入の状況では、医療給付分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の合計で国

保税現年度分収納額が３３３，１６１千円と前年度より１３，４２８千円の増額、道支
出金は５４２，４６１千円であった。歳入総額では対前年度比４５，７６８千円減の９
５７，２８８千円となった。 
なお、基金は取り崩しを行い、令和５年５月３１日現在高１３３，６１４，６８８円

となった。 
 

（ ）前年度 

区     分 状        況 

年 間 平 均 世 帯 数 
(925) 
912世帯 

年 間 平 均 被 保 険 者 数 
(2,077) 
2029人 

年 間 平 均 介 護 保 険 
第 ２ 号 被 保 険 者 数 

(670) 
638人 

保 険 税 の 納 期 ・ 回 数  7月・8月・10月・12月・1月・2月  6回 

出 産 育 児 一 時 金 
408,000円（令和4年1月以降の出産から12,000円
の加算がある場合がある。） 

葬 祭 費 30,000円 

 
高額療養費の自己負担限度額 
７０歳未満の人の自己負担限度額（月額） 

住 民 税 

課税世帯 

ア 252,600円＋(総医療費－842,000円)×1％（※1） 

イ 167,400円＋(総医療費－558,000円)×1％（※2） 

ウ 80,100円＋(総医療費－267,000円)×1％（※3） 

エ 57,600円（※3） 

住民税 

非課税世帯 
オ 35,400円 

※1･2･3～多数回該当(過去１２か月に３回以上世帯単位における高額療養費の支給
に該当し４回目以降の支給に該当)の場合の自己負担限度額は、（※1）140,100円、 
(※2) 93,000円、(※3) 44,400円となる。 
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３．保険税賦課 
  徴 収 状 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

７０歳以上の人の自己負担限度額（月額） 

 所得要件 
外来 

(個人単位) 

外来＋入院 

(世帯単位) 

現役 

並み 

所得

者 

現役Ⅲ 課税所得690万円以上 252,600円＋(総医療費-842,000円)×1%(※1) 

現役Ⅱ 
課税所得 

380万円以上690万円未満 
167,400円＋(総医療費-558,000円)×1%(※2) 

現役Ⅰ 
課税所得 

145万円以上380万円未満 
 80,100円＋(総医療費-267,000円)×1%(※3) 

一 般 課税所得145万円未満 18,000円(※4) 57,600円(※3) 

低所

得者 

Ⅱ 住民税非課税 8,000円 24,600円 

Ⅰ 
住民税非課税 

（所得が一定以下） 
8,000円 15,000円 

※1･2･3～多数回該当(過去１２か月に３回以上世帯単位における高額療養費の支給
に該当し４回目以降の支給に該当)の場合の自己負担限度額は、（※1）140,100円、 
(※2) 93,000円、(※3) 44,400円となる。 

※4～１年間(８月１日から翌年７月３１日まで)の外来の自己負担額合計の限度額が
144,000円となる。 

 
１．保険税率及び賦課割合 
（１）医療給付費分                                    （ ）前年度 

区   分 税 率 等 一般被保険者賦課割合 

所 得 割 
 （4.52/100） 

 4.52/100 

応 

能 

割 

（71.84） 

 75.22％ 

被 保 険 者 均 等 割 
   （30,000） 

     30,000円 
応 

益 

割 

（20.47） 

 18.02％ 

世 帯 平 等 割 
   （26,000） 

     26,000円 

 （7.69） 

  6.76％ 

賦 課 限 度 額 
   （630,000） 

    650,000円 
 

（２）後期高齢者等支援金分                  （ ）前年度 

区   分 税 率 等 一般被保険者賦課割合 

所 得 割 
(2.30/100) 

2.30/100 

応 

能 

割 

(77.28) 

 80.19％ 

被 保 険 者 均 等 割 
 (11,500) 

   11,500円 
応 

益 

割 

(16.59) 

  14.47％  

世 帯 平 等 割 
  (9,800) 

    9,800円 

 (6.13) 

  5.34％ 

賦 課 限 度 額 
(190,000) 

   200,000円 
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４．保 険 給 付 

状 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）介護納付金分                                    （ ）前年度 

区   分 税 率 等 一般被保険者賦課割合 

所 得 割 
(0.82/100) 
0.82/100 

応 
能 
割 

(64.69) 
 70.47％ 

被 保 険 者 均 等 割 
  (13,500) 
    13,500円 

応 
益 
割 

(24.75) 
 20.64％ 

世 帯 平 等 割 
   (8,500) 
     8,500円 

(10.56) 
  8.89％ 

賦 課 限 度 額 
 (170,000) 
   170,000円 

 

 
２．保険税収納状況 
一般被保険者分                                         （ ）前年度 

区 分 現 年 度 分 滞納繰越分 計 

調 定 額 
(326,057,500) 
  337,055,300円 

(14,454,560) 
 15,594,575円 

 (340,512,060) 
   352,649,875円 

収 納 額 
(319,733,365) 
 333,160,831円 

 (4,024,930) 
  4,188,759円 

 (323,758,295) 
  337,349,590円 

不納欠損額 
       (0) 
    64,900円 

(1,258,990) 
5,574,991円 

 (1,258,990) 
5,639,891円  

未 収 額 
  (6,324,135) 
  3,829,569円 

(9,170,640) 
  5,831,825円 

  (15,494,775) 
    9,661,394円 

収 納 率 
   (98.06) 
     98.84％ 

   (27.85) 
    26.86％ 

    (95.08) 
      95.66％ 

１世帯当たり現年度分保険税調定額    ３６９，５７８円(３５２，４９５円) 

１人当たり現年度分保険税調定額      １６６，１１９円(１５６，９８５円) 

医療給付費分限度額超過世帯数及び額      ２０４世帯(１７９世帯) 

                    １０５，４８２千円(７３，７４５千円) 

後期支援金分限度額超過世帯数及び額     ２４７世帯(２５４世帯) 

                     ７８，８００千円(６１，８２２千円) 

介護納付金分限度額超過世帯数及び額        ８４世帯(  ４３世帯) 

                                       ６，５４４千円( ２，９６８千円) 

 

１．療養の給付等内訳 

（１）一般被保険者分                      （ ）前年度  ※印は集計対象外 

区       分 件 数 日  数 費 用 額（円） 

療養の給付等 

診療 費 

入 院 
(440) 
338  

(5, 702) 
4,343  

(223,015,107) 
198,048,102  

入院外 
(16,707) 
15,905  

(22,984) 
21,530 

(268,836,324) 
254,189,236  

歯 科 
 (3,608) 
3,430  

(6,247) 
5,524  

(56,732,920) 
51,619,390  

調    剤 
(11,019) 
10,391  

※ (12,408) 
※ 11,671枚 

(121,881,798) 
110,114,510  

食 事 療 養 
※ (407) 
※  320  

※ (14,482) 
※ 11,289 

(9,834,553) 
7,646,890 

訪 問 看 護 
(16) 
12  

(84) 
31  

(1,025,740) 
450,980  

計 
(31,790) 
30,076  

(35,017) 
31,428  

(681,326,442) 
622,069,108  
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療   養   費   等 
(493) 
617 

－ 
－ 

(3,277,855) 
3,281,240  

合    計 
(32,283) 
30,693  

(35,017) 
31,428  

(684,604,297) 
625,350,348  

 
２．医療給付の状況 
（１）一般被保険者分                         （ ）前年度  （単位：円） 

区   分 費 用 額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分 

療 養 の 
給 付 等 

(681,326,442) 
622,069,108  

(492,919,794) 
451,882,508  

(153,239,873) 
133,827,513  

(35,166,775) 
36,359,087  

療養費等 
(3,277,855) 
3,281,240  

(2,384,607) 
2,379,979  

(844,487) 
901,261  

(48,761) 
0  

計 
(684,604,297) 
625,350,348  

(495,304,401) 
454,262,487  

(154,084,360) 
134,728,774  

(35,215,536) 
36,359,087 

（２）審査支払手数料                      （ ）前年度 
      １，４７８，０３８円 （１，５５９，６９８円） 

 
３．高額療養費の状況 
（１）一般被保険者分          （ ）前年度（単位：円） 

区   分 件   数 金   額 

70 歳以上対象分 
(595) 

548  

(18,270,640) 

 15,737,232  

世帯合算分 

多数該当分 
(27) 

11  

(1,100,606) 

288,330  

そ の 他 
(51) 

15  

(829,929) 

384,336  

多 数 該 当 分 
(80) 

59  

(5,805,879) 

5,195,478  

長 期 疾 病 分 
(48) 

30  

(5,484,798) 

2,779,821  

そ の 他 
(203) 

  160  

(26,716,639) 

21,171,724  

合 計 
(1,004) 

823  

(58,208,491) 

45,556,921  

 

４．その他の保険給付の状況         （ ）前年度（単位：円） 

区   分 件   数 給  付  額 

高額介護合算療養費 
(1) (31,679) 

4  47,612  

出 産 育 児 一 時 金 
(11) (4,620,000) 

9  3,780,000  

葬 祭 費 
(9) (270,000) 

12  360,000  

傷 病 手 当 金 
(1) (51,480) 

1  14,040  
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５. 共同事 業 
拠 出 金

 

６．保 健 事 業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７. 直営診療 
施設繰出金 

８．そ の 他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ）前年度  
退職者医療事務費拠出金              ２８円（２３円) 
 

                                                      （ ）前年度  
１．特定健康診査等事業費      ６，５６３，４５５円（６，４７６，３５８円） 
 
２．医療費通知              ２８５，２８５円  （２９４，５４６円） 

通知回数 通知件数 

６回 4,614（4,522） 

                   
３．ジェネリック医薬品利用差額通知    １１，６５５円（１２，１３８円） 

通知回数 通知件数 

３回 171（194） 

 

４．高齢者インフルエンザ予防接種委託料 ５７０，０００円（４８０，０００円） 
 
５．高齢者肺炎球菌ワクチン接種委託料  １２８，３１０円（１１８，４４０円） 
 
６. ヘルスアップ事業費       ５，８１９，９５４円（５，８９７，４７３円） 

 

                                                        （ ）前年度 

直営診療施設繰出金   ４，６５６，０００円（９，５４３，０００円) 
 
１．繰入金の状況 
（１）一般会計繰入金の状況                               （単位：円） 

令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成30年度 

60,031,741 61,810,786 58,868,231 63,592,021 62,585,763 

（２）国民健康保険準備基金繰入金の状況                      （単位：円） 

令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成30年度 

10,020,000 11,694,000 0 0 15,817,578 

 
２．国民健康保険準備基金積立の状況 

 預金利息              １４，３６４円 
   今年度末基金残高     １３３，６１４，６８８円 
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